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審査官インタビューの有用性を再認識すると共に 

出願人が審査官インタビューを利用し易くするために講じた USPTOの施策に注目 
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１. はじめに 

ペンディング状態にある特許出願に関し、特許弁護士／出願人は、審査官インタビューを行う

ことが認められています。審査官インタビューの形態として、個人面談、電話協議、テレビ会議、

及び emailによるインタビューがあります（いずれも 30分以内）。 

 

Office Actionを検討した結果、審査官がクレームの特徴を広く解釈し過ぎたり、拒絶の根拠

とされる引用文献に対する審査官の解釈が不適切であったりしたような場合、拒絶理由を克服す

る上で、審査官インタビューは有用なツールの一つとなり得ます。このような場合、出願人は、

審査官に対して意図するクレーム発明の範囲を説明したり、拒絶理由の根拠となる引用文献の開

示内容を説明したりして、審査官との距離を縮めることによって、適切な審査を期待することが

できます。 

 

また、発行されるべきではなかったにもかかわらず Final Office Actionが発行された場合、

審査官インタビューは、"Finality"を取り下げてもらう上でも有用なツールになり得ます。 

 

上記の場合に限らず、審査官インタビューは、広く一般に活用されてきました。USPTOは、

昨今、特許プロセキューションのコンパクト化を達成する上で、審査官インタビューが重要な役

割を果たすものであると認識し、出願人が審査官インタビューを利用し易くするための措置を講

じています。このことについて、以下に説明します。 
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